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カイゼン活動の導入
・社外の知見を活用した生産性

向上の取組

保全高度化
・技術的知見を踏まえた対象

設備の絞り込み

調達改革
・取引先と共同して調達価格の

低減を目指す取組

組織集中化
・組織の統合による管理業務等の合理化

カイゼン活動の全面拡大
・全社、全業務へのカイゼン活動の展開

技術業務革新活動
・社内検討による業務効率化

競争発注
・複数の取引先の競争により

調達価格の低減を促進

保全合理化
・点検･巡視方法の効率化

業務の整流化
・グループ会社を含めた業務効率化

2025年度原価低減目標：
▲1,500億円(2016年度比)

デジタライゼーション
･IoTを活用した業務革新

既存取組 取組の深化 事業構造改革

【経営効率化に資する主な取組項目】

１．経営効率化に向けた取組状況（分社化以降の取組全体像）

 競争発注については、経営効率化に資する主な取組項目の一つとしての位置付けで
あり、今後は取組の深化として、取引先との協働原価改善による調達価格の低減を
目指してまいります。

 競争環境強化と協働原価改善は、調達対象の特性に応じて使い分けしていきますが、
協働改善を行う場合においても競争環境は維持してまいります。

協働する取引先の選定は競争により
決定する等、競争環境を維持。
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２．競争発注比率の推移

 2012年の料金査定時にお約束した｢2016年度までに競争発注比率を6割以上｣について
は、送配電部門としては2014年度に2年前倒しで達成しており、2017年度についても
引き続き達成（74％）しております。

 更なる競争環境の構築に向けて、調達対象の特性に応じた有効な発注施策を適用し、
コスト削減の最大化を目指します。なお、実践した発注施策は取引先へのヒアリング
等により、PDCAサイクルを回し、調達戦略の更なる高度化を検討しております。

※ 2010、2011年度は旧東京電力、2012～2015年度は旧東京電力のうちの送配電部門、2016年度以降は東京電力PGの比率
※ 部門毎の競争発注比率は、2012年度より採録開始
※ 2011年度は、東日本大震災の直後で緊急的な契約が増加したことにより、競争発注比率が低下

目標ﾗｲﾝ（60%）

【競争発注比率の実績】

送変電部門 33% 46% 51% 53% 67% 66%

配電部門 31% 26% 84% 86% 86% 83%

【2017年度実績の内訳】

送変電部門 45% 78%

配電部門 89% 80%

73% 75%

0%

20%

40%

60%

80%

物品購買 物品購買以外



5３－１．架空送電工事における取組事例

発注方法の概要

発注方法 概要

早期発注
（予報発注）

工事会社の工事計画平準化を
目的として概略設計の段階で
早期に発注

ターゲット
プライス

原価分析および実績等に基づ
き当社から目標価格を提示

新規取引先
の拡大

他エリアの工事会社への拡大

総合評価
コスト・品質(技術)・納期を
総合的に評価

 架空送電工事については、地元工事会社の技術力の再評価や、工事規模・難易度に
よる発注区分を細分化したことにより、競争環境を実現しました。

 発注方法についても継続して見直しを行い、早期発注等による施工力の確保とコスト
削減の両立を目指しながら、工事の特性・業界の状況に応じて最適な発注方法を
選択しております。

架空送電工事の競争発注比率
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51%

79%

83%

99%

96%
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6３－２．地中管路工事における取組事例

 地中管路工事について、従来は既存５社で工事を実施しておりましたが、他電力会社
において実績のある工事会社や、異業種（通信系等）の新規取引先の拡大により、
2013年度に14社での競争を実現し、引き続き同水準の競争環境を維持しております。

 また、施工場所における職員の「現場常駐」という入札の要件を緩和（配置基準の
見直し）することで、競争発注比率の向上を図っております。

各施工場所に１名を常駐配置
※「常駐」という条件があるため元請職員の

不足により入札ができない状況も発生

１名が複数の施工場所を管理
（国交省監理技術者マニュアルに準拠）

常駐

常駐

複数箇所
を管理

Ａ工事所

Ｂ工事所

Ａ工事所

Ｂ工事所

施策実施前 施策実施後
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従来

大手競争

３－３．変電工事における取組事例

50万V-
超高圧
変電所

一次
変電所

中間・
配電用
変電所

大手特名

大手競争

中堅・地元
競争

標準 高度 特殊 標準 高度 特殊

中堅＋地元
（＋大手）

競争

 変電工事については、技術的難易度の高い工事は、従来、大手工事会社への特名発注
が中心でしたが、中堅工事会社や地元工事会社へヒアリングを実施し、競争への参入
を促すことで、段階的に競争範囲を拡大しました。

 特に高難度な領域についても、図面整備等により標準化を図ることで、競争化を実現
しており、今後も高難度領域の縮小化について検討を進めてまいります。

 保護・制御回路に関わる工事
 周波数変換設備に関わる工事
 地下変電所等の狭隘な環境下

での工事 等

経験・知見/施工力レベル 経験・知見/施工力レベル

現場状況や設備形態を、図面に
反映することで標準化を図り､
競争を強化

高難度
領域

現在



8３－４．変電用資機材購買における取組事例

 変電用資機材の購買については、希望案件選択方式や複数年まとめ発注、新規取引先
の拡大により、競争効果を高めております。

 発注方法の見直しに加え、仕様合理化や一体輸送型変圧器の採用といった仕様・
設計面からの単価低減・合理化施策にも取り組んでおります。

取組 概要

希望案件
選択方式

・対象件名を一覧で提示し、受注
したい件名をメーカーに選択
させる一括競争

まとめ発注 ・複数年分の機器をまとめて発注

新規取引先
の拡大

・他エリアの製造メーカーへの
拡大

仕様合理化

・設備規模を考慮した容量最適化
（10MVA、15MVA）
・汎用化された一般産業用仕様
（窒素封入式変圧器）の採用
・許容温度の高い変圧器の導入

による細径電線等の採用
（材料費のコストダウン）

一体輸送型
変圧器の採用

・設計・機器構造の見直しにより、
工場組立後、輸送のための分
解・現地での再組立工程を省略

一体輸送型変圧器のイメージ

施策実施前 施策実施後

工場組立

分解

輸送

据付

再組立

試験

接続

試験

工場組立

分解

輸送

工

場

変

電

所

据付

再組立

試験

接続

試験

変圧器本体 冷却器

工場組立 分解 輸送 据付・再組立

従来は、変圧器完成後の
輸送のため分解していた。

メーカー
実施範囲

工事会社
実施範囲



9（参考）競争効果向上に資する取組例（希望案件選択方式）

取引先A

取引先B

案件①

案件②

案件④

案件③

案件⑤

■調達案件提示イメージ

件名 取引先A 取引先B

案件① ¥11,000 ¥19,000
（セット価格）

¥12,000 ---

案件② ¥10,000 ¥9,000 ---

案件③ ¥10,000 --- ¥9,000 ---

案件④ ¥13,000 --- ¥12,000 ¥20,000
（セット価格）案件⑤ ¥9,000 --- ¥10,000

■見積提示イメージ（価格は仮値）

 変電用資機材購買等において、当社が複数案件を一度に提示し、取引先が自社の工場
立地や工場稼働率等を考慮し、自由に入札案件をセット化できる｢希望案件選択方式｣
等を採用することにより、取引先の強みを引き出すことで、調達価格の低減を図って
おります。
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３－５．配電用資機材購買における取組事例

 配電用資機材の購買については、競争環境の活性化のため、国内外新規取引先の拡大
を図っております。

 上記に加え、仕様の合理化や発注方法の検討等の取組により、配電用資機材購買に
おけるコスト削減効果（震災前水準<2010年度>比）は、2017年度実績で、▲27％の
コスト削減を達成しております。

シェア推移（資機材Ａ）

シェア推移（資機材Ｂ）

新規取引先拡大

海外取引先拡大

発注方法の概要

発注方法 概要

シェア別
見積方式

シェア毎に価格を入札し、
最も安値となるシェアの
組合せを採用

ターゲット
プライス

原価分析および実績等に
基づき、当社から目標価格を
提示

新規取引先
の拡大

国内外の新規取引先の拡大

総合評価
コスト・品質（技術）・納期
を総合的に評価



11３－６．電子通信用資機材購買における取組事例

 電子通信用資機材の購買については、保護リレー用 情報伝送装置において、保護
リレー装置との通信インターフェースを当社個別仕様から汎用仕様へ変更したこと
により､既存２社体制から取引先を拡大しました。

 上記に加え、仕様の合理化や発注方法の検討等の取組により、電子通信用資機材購買
におけるコスト削減効果（震災前水準<2010年度>比）は、2017年度実績で、▲38％の
コスト削減を達成しております。

保護リレー
装置

保護リレー用
情報伝送装置

通信回線

保護リレー
装置

保護リレー
装置

(新)保護リレー用
情報伝送装置

通信回線

保護リレー
装置

施策実施前 施策実施後

当社個別仕様の設備を構築
通信方式の整合等の技術的課題を解決し、
通信インターフェース･設備の汎用化を実現

(新)保護リレー用
情報伝送装置

保護リレー用
情報伝送装置

通信インターフェース
(当社個別仕様)

(新)通信インターフェース
(汎用仕様)

：当社個別仕様 ：汎用仕様



12４．新規取引先の拡大状況

 2017年度における新規取引先増加数（2014年度比）は計98社、調達品単位での延べ
増加数は334社・品目となっております。

 新規取引先の初回落札率は一定割合（３割程度）であり、実質的な競争環境の強化が
実現できていると想定されます。

【新規取引先の拡大状況】
＜参考＞

子会社・関連会社への特名発注割合

（金額ベース）

子会社・関連会社への特名発注割合

その他



13（参考）資材調達手続きフロー図（購買）

 当社は取引先登録制度を導入しており、取引参加の申込みについては、常時インター
ネットにて受け付けております。

 見積依頼時においても、複数の見積依頼先による競争を原則としております。

調達計画の公開

取引希望製品の紹介

会社・製品説明書の提出

取引先登録

見積依頼先の選定

見積依頼
見積書の提出

見積仕様書の審査

価格と取引先の決定

契約締結

製品の検査・納入・支払

新規取引先

登録済取引先

 電力設備品における当該年度中の発注品目・数量等の公開

 取引先登録要否の確認

 製造技術・品質管理等の審査
（随時受付）

 登録された取引先から見積依頼先を選定

 複数の見積依頼先による競争を原則

 ＶＥ(バリューエンジニアリング)提案の推奨

調達計画立案 早期発注・仕様合理化・入札要件緩和

新規取引先拡大・発注区分見直し

希望案件選択方式・シェア別見積方式・まとめ発注

※赤字：競争効果向上に資する施策

契約変更(必要に応じ)  ＶＥ提案の随時受付



14５．更なるコスト削減に向けた今後の取組について

 単価低減に向けた調達改革の一施策として、活動の目的を共有・合意したうえで、
メーカーと当社で協働しながら生産性を向上し、原価改善を実現する取組を行って
おります。

 従来メーカーの範疇として入り込まなかった、設計や製造工程まで詳細に把握し、
製造原価を共有したうえで当社側の要求性能や発注方法の見直し・仕様統一等の
検討を進めております。

 メーカーからの提案を促進するため、協働原価改善活動の効果については、最大50％
をインセンティブとして還元しております。

材料費

加工費

輸送費

一般管理費

東京電力
ＰＧ

メーカー

協働原価改善

検討項目
 仕様合理化・統一
 発注方法
 製造（加工）方法
 材料 等

メーカー利益
（ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ）

ＰＧコスト
削減

＜協働原価改善イメージ＞＜協働での検討イメージ＞

改善前 改善後

材料費
削減

加工費
削減

輸送費
削減
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2012年7月「認可料金の概要について」より抜粋

（参考）電気料金改定時の競争入札比率の目標

2018.1.25 第28回料金審査専門会合資料6【P37】より抜粋

以 上
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